
平成２３年度 政策評価書（中間段階の事業評価）

担当部局等名：防衛政策局防衛計画課
評価実施時期：平成２３年６月～平成２３年８月

１ 事 業 名
戦闘機（Ｆ－１５）近代化改修

２ 政策体系上の位置付け
装備品等の整備

３ 事業の概要
（１）事業の概要

周辺諸国の航空戦力の急速な近代化に対応し、戦闘機Ｆ－１５の空対空戦闘能力及び戦
域状況認識能力を向上させ、脅威のすう勢に対応し得る防空能力の向上を図るものである。
主な改修内容は、レーダーの換装、セントラル・コンピュータの換装、発電機の換装、冷
却システムの換装、ＡＡＭ－４（Ａｉｒ ｔｏ Ａｉｒ Ｍｉｓｓｉｌｅ）の搭載改修、
ＡＡＭ－５の搭載改修（ＨＭＤ）※１及びＦＤＬ搭載改修（Ｌｉｎｋ１６)※２である。
※１ ＨＭＤ：Ｈｅｌｍｅｔ Ｍｏｕｎｔｅｄ Ｄｉｓｐｌａｙ（戦闘機用ヘルメット装

着型表示装置）
※２ ＦＤＬ：Ｆｉｇｈｔｅｒ Ｄａｔａ Ｌｉｎｋ（戦闘機用データリンク端末装置）

（２）所要経費
約２，４００億円（平成１６年度から平成２３年度まで）
平成２４年度概算要求額 約２９．５億円

（３）事業実施の時期
平成１６年度から

４ 評価のねらい
本事業について、必要性、効率性及び有効性が妥当であるか判断し、概算要求に資する。

５ 政策評価の結果
（１）必要性

我が国の周辺諸国においては、第４世代以上の航空機の導入が急速に進められており、
航空戦力が急速に近代化している。これに対し、我が国の抑止及び対処能力を向上するた
め、戦闘機Ｆ－１５の空対空戦闘能力及び戦域状況認識能力を向上させ、脅威のすう勢に
対応し得る防空能力の向上を図るものである。
中期防衛力整備計画(平成２３年度～平成２７年度）(平成２２年１２月１７日安全保障

会議決定・閣議決定）において、戦闘機（Ｆ－１５）の近代化改修を整備するとされてい
る。

（２）効率性
Ｆ－１５全機を対象とするのではなく、長期運用が可能であり、かつ、比較的安価に能

力向上を行うことができるＭＳＩＰ機※のみを対象として、近代化改修を行っている。こ
れにより我が国の抑止及び対処能力を効率的に向上している。
※ ＭＳＩＰ：Ｍｕｌｔｉ Ｓｔａｇｅ Ｉｍｐｒｏｖｅｍｅｎｔ Ｐｒｏｇｒａｍ（多
段階能力向上）

（３）有効性
ア 得ようとした効果

Ｆ－１５の空対空戦闘能力及び戦域状況認識能力を向上させることにより、脅威のす
う勢に対応し得る防空能力の向上を目的として、以下の改修を実施

（ア）レーダーの換装：探知能力の向上及び同時多目標対処能力の向上
（イ）セントラル・コンピュータの換装：演算能力及び記憶容量の向上
（ウ）発電機の換装：発電能力の向上
（エ）冷却システムの換装：冷却能力の向上
（オ）ＦＤＬ搭載改修（Ｌｉｎｋ１６）：データリンク搭載による戦闘状況表示能力向上



（カ）ＡＡＭ－４搭載改修：撃ち放し性及び電子妨害対処能力の向上

イ 効果の把握の仕方
改修機を用いた練成訓練の成果を検証し、本事業の効果の把握を行った。

ウ 達成された効果
空対空戦闘能力及び戦域状況認識能力の向上を達成したことにより、近代化改修自体

の効果を確認した。ただし、現在計画の途上にあることから、総合的評価については、
事業完整後に行う必要がある。

６ 課題、問題点等への対応
（１）課題、問題点等

脅威のすう勢に対応し得る防空能力の必要性から、可能な限り速やかにＦ－１５の能力
を向上させるべく、平成１６年度から量産改修を開始。更なる防空能力の向上を目的とし、
当初、改修に含まれていなかったＡＡＭ－５搭載改修（ＨＭＤ）※を平成２０年度から追
加的に実施することとした。（既に近代化改修が終わったものにも後から搭載する予定）
※ ＡＡＭ－５搭載改修（ＨＭＤ）：射程及び射角の拡大

（２）要因分析
周辺諸国による航空戦力の急速な近代化に伴い、航空機の高機動化、電波妨害能力等の

向上が図られ、近接戦闘の必要性もあることから、近接戦闘能力の向上を目的とした追加
改修を実施することとした。

（３）改善事項とその有効性
近接戦闘能力の向上として、近距離目標に対し、広い射撃領域の確保を可能とするＡＡ

Ｍ－５搭載改修（ＨＭＤ）の追加改修を実施

７ 総合的評価
必要性、効率性及び有効性に関する分析から、本事業を実施することにより、費用対効果

の高い防空能力の向上を達成しつつあることを確認した。このことから、脅威のすう勢に対
応し得る防空能力の向上を図るため、Ｆ－１５の近代化改修は引き続き推進する必要がある
と評価する。ただし、現在計画の途上にあることから、事業の完整、その運用状況、脅威の
すう勢の変化等を踏まえ、評価を行うことが適当である。

８ 政策等への反映の方向性
政策評価の結果を踏まえ、戦闘機（Ｆ－１５）近代化改修を継続推進する。

９ その他の参考情報
平成１５年度政策評価書（事前の事業評価）


